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１.研究背景と目的

　日本では、戦後の復興や高度経済成長、ベビーブ

ームなどの社会情勢によって公共施設整備が、活発

に行われていた。しかし、これらの施設は老朽化が

課題となっており、施設の建て替えなどを検討する

必要がある。しかし、2000 年代前半から始まった

人口減少傾向による税収の減少の予測から現有施設

の建て替えなどを検討することが困難となってい

る。そのため、地方自治体では、公共施設の再整理

や保有している施設を賢く使う方法を検討する「公

共施設再編」を実施している。以上の状況を踏まえ、

筆者らは、全国 29 市に対して施設再編についての

実態調査を行なった。その結果、部局間の繋がりや

保有している施設を客観的に評価する施設評価の有

無が施設再編において重要であることがわかった。

　本研究は、施設評価について着目し、公共施設再

編における施設評価の方法論を確立することを目的

としている。施設評価における既往の研究としては、

上森氏らの一連の研究１があげられる。上森氏らは

施設 FMの視点から公共施設再編を先行している自

治体の施設評価の傾向を考察している。また、筆者

らの既報では、現在実施されている施設評価は、自

治体経営や建築物の老朽度を中心に分析し、項目は

画一的であることがわかっている２。　

　本稿では、以上の背景や既往研究の結果から、施

設評価は自治体の持つ特性（以下、地域特性）を踏

まえ、構築する必要があると考え、地域特性を踏ま

えた施設評価方法を検討することを目的とする。

2.研究方法

　本稿は、先にあげた地域特性を踏まえた施設評価

モデルの考察を以下の方法で行う。

１：地域特性カテゴリーの作成と分析

日本全国の市レベルの自治体を対象に可住地面

積割合・人口密度・地方税収入・財政力・公共施設

延床面積の５項目の数値を収集し、そのデータを用

いて因子分析を行う。因子分析の結果から自治体を

4 つに分類（以下、地域特性カテゴリー）し、それ

ぞれの特性を分析する。

２：地域特性カテゴリー毎の施設評価項目の検討

　各カテゴリーの分析から施設評価における視点と

それに対応した施設評価項目を既報で抽出した項目

を用いて検討する。

３：地域特性カテゴリー毎の施設評価モデルの考察

　各カテゴリーで求めた施設評価の視点と施設評価

項目から地域特性を踏まえた施設評価モデルを仮説

的に作成する。これらのモデルを現況の施設評価の

状況とを踏まえ、考察を行う。

3.地域特性カテゴリーの作成と分析

3.1　地域特性カテゴリーの作成方法

　地域特性を踏まえた施設評価モデルを構築、考察

するために地方自治体の特徴を示すカテゴリーを作

成する。本稿では、市域面積から森林面積などを除

いた「可住地面積」、人口を市域面積で除した「人

口密度」、自治体毎の「地方税収入」、基準財政収入

額を基準財政需要額で除した「財政力指数」、自治

体毎に保有する施設（インフラを除く）延床面積の

合計である「公共施設延床面積」の５項目を地域の

特徴を示す情報とする。それらの情報を日本の市レ

ベルの自治体 814 自治体を対象に収集し、因子分

析を実施する。因子分析の結果から、カテゴリーを

複数個作成し、それらを本稿における地域特性カテ

ゴリーとして定義する。

3.2　地域特性カテゴリーの分析結果　

　先の項で、示した方法を用いて因子分析を行なっ

た結果を表１に示す。表から因子分析によって、「可

住地面積割合」、「人口密度」、「財政力」が関連する

因子 [ 自治体規模 ] と「地方税収入」、「公共施設延

床面積」が関連する因子 [行政運営規模 ]の２つの
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表１　因子分析の結果

表２　地域特性カテゴリーの属性名と自治体数

項目 因子１
［自治体規模］

因子２
［行政運営規模］

共通性

可住地面積
割合 0.924 -0.021 0.855

人口密度 0.773 0.076 0.604
財政力指数 0.582 0.092 0.348
地方税収額 0.015 0.825 0.680
公共施設
延床面積 0.109 0.816 0.678

因子寄与 1.804 1.361

カテ
ゴリー

因子
自治体数 ［属性名］自治体

規模
行政運営

規模
A ＋ ＋ 77 [中枢都市 ]
B ＋ ー 267 [郊外都市 ]
C ー ＋ 115 [地方都市 ]
D ー ー 355 [中小都市 ]

因子を分析によって求められる。

　この結果を踏まえて、各自治体の因子得点を正負

で大別すると、４つに分類できる。

　この４つのカテゴリーを本稿では、地域特性カテ

ゴリーとする。これらカテゴリーに属する自治体数

と、その特徴、特徴をもとに作成したカテゴリー名

を整理すると、表 2、図１のようになる。表 2 と図

１から各カテゴリーの自治体数や地域特性に差異が

みられることから、今回作成したカテゴリーは適正

であることがわかる。以下に各カテゴリーの特徴と

属性名を定義する。

　カテゴリー A は、可住地面積の割合と人口密度

が高く、地方税収入や財政力指数の数値が高いこと

また、政令指定都市や中核市の多くが属しているこ

とから日本の中心都市レベルの自治体いわゆる「中

枢都市」と推測される。カテゴリー Bは、カテゴリー

A同様可住地面積の割合と人口密度が高いが、地方

税収入が低いことから中心市街地の郊外に位置する

自治体「郊外都市」と推測される。カテゴリー Cは、

可住地面積割合と人口密度が低いが、地方税収入と

財政力指数が比較的高い。また、政令指定都市や中

核市などが属していることから「地方都市」と推測

される。カテゴリー D は、全ての数値が他のカテ

ゴリーより低く、政令指定都市や中核市が属してい

ないことから「中小都市」と推測される。

4.地域特性カテゴリー別の施設評価の検討

　因子分析の結果から作成し、それぞれの特性につ

いて分析を行なった地域特性カテゴリーそれぞれの

施設評価について、検討する。

　評価項目の検討は、まずカテゴリー別に施設評価

の視点を整理する。その結果を踏まえ、筆者らの既

報で抽出した１３項目の施設評価項目に当てはめ

る。これら評価視点と対応する評価項目を本稿では、

「地域特性を踏まえた施設評価モデル」とし、既報

で求めた施設評価の状況と比較し、今回作成したモ

デルの特徴を考察する。

図１　カテゴリー別　因子分析に用いた項目の箱髭図
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4.1地域特性カテゴリー別施設評価モデルの検討

　先の章で整理した地域特性カテゴリー別に、筆者

らが抽出し、整理した施設評価に関する６つの視点

とそれに対応する 13項目の施設評価項目をもとに、

モデルを検討する。

１）因子分析項目と施設評価の視点の関連性

　まず、施設評価の視点とそれに関連する因子分析

項目、カテゴリーごとの視点の判別を表 3 に示す。

［A: 財政］の視点は、「財政力指数」と「地方税収

入」が関連すると推測され、その数値が低いカテゴ

リー B と D では 、必要な視点と言える。［B: 施設

の安全性］は、「地方税収入」と「公共施設延床面積」

が関連すると推測され、施設量が多いカテゴリー A

ではやや必要な視点、施設量が多く、やや財政が低

いカテゴリー C では、必要な視点であると言える。

［C: 稼働効率］と［D: 施設の必要性］は、「人口密

度」「地方税収入」「公共施設延床面積」が関連する

と推測され、どのカテゴリーでも必要な視点である

と言え、カテゴリー Dについては、人口密度が低く、

財政も低いため重要な視点として考えられる。［E:

施設環境］は、「地方税収入」と「公共施設延床面積」

が関連すると推測され、「公共施設延床面積」が高

いカテゴリー A、低いカテゴリー C は、やや必要

な視点として考えられる。［F: 施設配置］は、「可

住地面積」と「人口密度」、「公共施設延床面積」が

関連すると、推測される。「公共施設延床面積」が

高いカテゴリー A、「公共施設延床面積」が低いが、

「可住地面積」と「人口密度」が高いカテゴリー Bは、

やや必要な視点と考える。「可住地面積」が低いカ

テゴリー C とカテゴリー D は、施設圏域の関係か

ら必要な視点として考える。

２）施設評価の視点と施設評価項目の関連性

　次に施設評価の視点と施設評価項目の関連性につ

いて整理すると、表 4 のようになる。今回整理し

た関係性は、筆者らの既報にて整理したものと、自

治体の作成した施設白書の文言から行なった。その

結果、施設評価項目は、複数の評価視点から実施さ

れていることが、把握できる。本稿では、この関連

性を用いて、施設評価項目をカテゴリーごとに当て

はめ、施設評価モデルを検討する。

３）施設評価モデルの作成と考察

　１）で整理したカテゴリーごとに整理した施設評

価の視点と、２）で整理した施設評価の視点と施設

評価項目の関連性に基づいて、各カテゴリーに必要

な施設評価項目を設定する。これらの結果を本稿で

は、「地域特性を踏まえた施設評価モデル」とし、

現況との差を比較する。まず評価項目の設定した結

果を表 5 に示す。表から、全てのカテゴリーで必

要とされる項目は、［g:施設利用数・稼働率］と［h:

サービスの必要性］である。これら項目は、施設の

実態や設置根拠が図られる項目で、施設の必要性を

簡便に示せる項目として考えられるため、施設評価

の基幹となる項目とする。そのほかの項目は、地域

特性によって必要性が異なるため地域特性項目とす

る。カテゴリー別にみると、カテゴリー A から D

になるにつれて、必要な項目と項目の重要度が高

まっている。

　次に、現状行われている施設評価の項目と比較す

ると、［a:費用対効果］と［d:安全性・耐震性］、［e:

老朽度］、［g: 施設利用数・稼働率］の項目が、主

な項目として既報では指摘している
３。今回設定し

た施設評価モデルをみると、現在行われている施設

評価項目は、自治体の気になる点を重点的に分析し、

地域の特性を踏まえて施設を評価せずに施設再編を

進めていることが指摘できる。

　以上、本稿では、地域特性を踏まえた施設評価モ

デルを作成した。今後、施設評価モデルの妥当性を

今後、実際の自治体の数値などを用いて検証する必

要があると考える。

5.まとめ

本稿にて整理した結果について以下に記載する。

１）可住地面積割合・人口密度・地方税収入・財政

力・公共施設延床面積の 5 項目から因子分析を行

い、その結果から４つの地域特性カテゴリーを作成

した。因子分析の結果を踏まえ、カテゴリーごとに

施設評価の視点を整理を行なった。地域特性によっ

て必要な視点が異なることがわかった。

２）施設評価の視点と施設評価項目の関連性を自治

体の資料などから整理すると、施設評価項目のほと

んどは、複数の視点から分析をする必要があること

がわかった。

３）地域特性カテゴリーごとの施設評価の視点と関

連する施設評価からカテゴリーごとの「地域特性を

踏まえた施設評価モデル」を作成することができた。

また、現状の施設評価項目と比較すると、現状の施

設評価は、地域特性を鑑みずに保有している施設を

分析していることがわかった。
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表 4　評価の視点と施設評価の関連性

表 3　カテゴリー別　評価の視点

施設評価の視点

関連する　因子分析項目
カテゴリー

因子１ 因子２
可住地面積

割合
人口密度 財政力指数 地方税収入

公共施設延
床面積

A B C D

[A:財政 ] ○ ○ ○ ○
[B:施設の安全性 ] ○ ○ △ ○
[C:稼働効率 ] ○ ○ ○ △ △ △ ○

[D:施設の必要性 ] ○ ○ △ △ △ ○
[E:施設環境 ] ○ ○ △ △
[F:施設配置 ] ○ ○ ○ △ ○ ○ ○

凡例　○：関連する因子分析項目 凡例
○：必要な視点

△：やや必要な視点

い視点

施設評価項目
関連する施設評価の視点

[A:財政 ]
[B:施設の
安全性 ] 

[C:稼働
効率 ]

[D:施設の
必要性 ]

[E:施設
環境 ]

[F:施設
配置 ]

[a:費用対効果 ] ○ ○
[b:維持保全のコスト ] ○ ○
[c:施設運営の状況 ] ○ ○
[d:安全性・耐震性 ] ○ ○

[e:老朽度 ] ○ ○
[f:改修履歴 ] ○ ○

[g:施設利用数・稼働率 ] ○ ○
[h:サービスの必要性 ] ○ ○

[i:市民のニーズ ] ○
[j:バリアフリー ] ○ ○

[k:避難場所などの指定状況 ] ○ ○
[l:立地の評価 ] ○

[m:代替可能性の評価 ] ○
凡例　○：関連する因子分析項目

施設評価項目
カテゴリー

A B C D
[a:費用対効果 ] △ ○ △ ◎

[b:維持保全のコスト ] △ ○ ○ ○
[c:施設運営の状況 ] △ ○ △ ◎
[d:安全性・耐震性 ] △ ○ ○ ○

[e:老朽度 ] ○ △ ○ △
[f:改修履歴 ] ○ △ ○ ○

[g:施設利用数・稼働率 ] ○ ○ ○ ◎
[h:サービスの必要性 ] ○ ○ ○ ◎

[i:市民のニーズ ] △ △ △ △
[j:バリアフリー ] ○ △ ○ △

[k:避難場所などの指定状況 ] ○ △ △ ○
[l:立地の評価 ] △ △ △ △

[m:代替可能性の評価 ] △ △ △ △

表 5　カテゴリー別　施設評価項目

凡例
　　◎：重要な項目
　　○：必要な項目
　　△：状況によって必要な項目
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